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米国会計基準採用の有無               有 ・ 無  
 
１．平成１６年３月期の連結業績（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日） 

（１）連結経営成績                                                               （百万円未満切捨） 
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
平成１６年３月期 ２４，３５７ (   5.5 ) ２，４６１ (   11.3 ) ２，４６４ (   9.8 ) 

平成１５年３月期 ２３，０８３ (   0.5 ) ２，２１２ (  △3.9 ) ２，２４５ ( △5.9 ) 

 
１ 株 当 た り 潜 在 株 式 調 整 後 株 主 資 本  総 資 本  売 上 高   

当期純利益  
当 期 純 利 益  １株当たり当期純利益 当 期 純 利 益 率  経 常 利 益 率 経 常 利 益 率 

 百万円 ％   円  銭  円  銭 ％ ％ ％ 
平成１６年３月期 １，３８７ (  14.6 ) １２３ ５０ １２３ １７ ６．４ ９．５ １０．１ 
平成１５年３月期 １，２１１ ( △6.6 ) １０５ ０７ － ５．９ ９．１ ９．７ 

（注）①持分法投資損益      平成１６年３月期   －百万円  平成１５年３月期   －百万円 
   ②期中平均株式数(連結) 平成１６年３月期 10,686,008 株  平成１５年３月期  10,903,109 株 
   ③会計処理の方法の変更  有 ・ 無 
   ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

（２）連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％     円  銭 
平成１６年３月期 ２６，４３５ ２１，８８７ ８２．８ ２，０６１ ７９ 
平成１５年３月期 ２５，２６５ ２１，１５０ ８３．７ １，９３３ ８３ 

（注）期末発行済株式数(連結) 平成１６年３月期 10,582,800 株  平成１５年３月期  10,902,859 株 

（３）連結キャッシュ・フローの状況 
営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る  財 務 活 動 に よ る 現 金 及 び 現 金  

キャッシュ･フロー  キャッシュ･フロー  キャッシュ･フロー  同 等 物 期 末 残 高 
 百万円 百万円 百万円 百万円 
平成１６年３月期 ７７６ △ ９７８ △ ６６５ ５，１２１ 
平成１５年３月期 ５７５ ６１１ △ ２９９ ５，９９０ 

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数  ５社  持分法適用非連結子会社数  －社  持分法適用関連会社数  ―社 

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結（新規） －社 （除外） －社  持分法（新規） －社 （除外） －社 
 
２．平成１７年３月期の連結業績予想（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日） 

 売  上  高 経 常 利 益 当 期  純 利 益 
 百万円 百万円 百万円 
中 間 期 １０，８６０ ９７０ ５５０ 
通  期 ２５，６６０ ２，６５０ １，５１０ 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）１３６円 ２４銭  

※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、 
 今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
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企 業 集 団 の 状 況           

 

 当社は、可動間仕切、固定間仕切、トイレブース、移動間仕切、ロー間仕切等の製造及び販売を主要

な事業とする会社で、当社を中核として周辺に以下の子会社を擁して、企業集団としての事業を展開し

ております。 

 当社グループの事業に係る位置づけは次の通りであります。 

 
位 置 づ け        

会 社 名 
販 売 施 工 その他 

小松ウォール北海道販売株式会社 〇 〇  
小松ウオール長野販売株式会社 〇 〇  
小松ウオールサービス株式会社  〇  
小 松 プ ロ テ ク タ ー 株 式 会 社   〇 

連

結

子

会

社 小松ウォールシステム開発株式会社   〇 

 

事業の系統図は次のとおりであります。 

 
客       先 

 
                 

  子会社  子会社 施 工 
   小松ウオールサービス株式会社  小松ウォール 

          
          北海道販売株式会社  

当 社         小松ウオール  
販 売 

        長野販売株式会社 
                                   
製 造  
   部品   コンピュータシステム開発 
 子会社  子会社 
 小松プロテクター株式会社  小松ウォールシステム開発株式会社 
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経 営 方 針 

 

（１）会社の経営の基本方針 

 当社は、間仕切の専門メーカーとして、ビルの高層化・建物の工期短縮という建設業界の要請に即し

て、受注から設計、製造、施工、サービスまでの自社一貫システムをもって、様々な新製品を社会に送

り出し高い評価を得てまいりました。今後においても当社の専門分野である間仕切関連製品を中心に、

新製品の開発、サービスの向上を通じて、着実な業容の拡大と安定した収益を継続して上げることによ

り、株主・取引先・社員との共存共栄を図って社会への一層の貢献を行うことを経営指針として活動し

てまいります。 

（２）会社の利益配分に関する基本方針 

 利益配分に関する基本的な考え方は、収益状況に対応した上で、株主還元の充実を図り、配当性向  

３０％の達成を目標とするとともに、その一方で企業体質の強化、および業容の拡大に備えて内部留保

を充実することも目標としております。この内部留保につきましては、業界内部における競争激化に対

処し、コスト競争力を高めるための設備投資等の資金需要に備えるためであり、将来的には収益の向上

を通じて株主の皆様に還元できるものと考えております。 

 配当金については、この方針のもと平成１６年３月期では、４期連続増配を予定しております。 

 また、株主優待制度を設け、３月末現在の１単元以上の株主様に対して当社オリジナルデザイン図書

カードを贈呈する制度を実施しております。 

 なお、株主価値の向上と当社グループの業績向上に対する意欲や士気を高めることを目的とし、平成

１５年６月２５日開催の株主総会決議に基づきストックオプション制度を導入し、当社および当社連結

子会社の取締役、監査役、従業員に対して平成１５年９月５日に新株予約権を発行いたしました。 

（３）目標とする経営指標 

 当社が目標としている経営指標は、売上高経常利益率１０％以上および総資本経常利益率１０％以上

であります。これらは事業効率向上と株主価値の最大化を図るための資本効率の向上を目指したもので

あり、継続的に達成できる体質を目指しております。具体的には、徹底した合理化、原価低減、効率の

高い設備投資等により一人当たりの生産性を高めるとともに、創業時より採用している小分割独立採算

制度により、従業員一人ひとりが常に利益を意識した活動をしてまいりました。また、利益増とともに

総資本の圧縮を目指し、借入金返済、支払手形廃止、原材料、製品在庫等棚卸資産の圧縮等を実施して

まいりました。 

 今後も目標達成に向けて諸施策を実施し、業績および株主価値の向上を図ってまいりたいと存じます。 

（４）会社の対処すべき課題と中長期的な会社の経営戦略 

 今後の間仕切業界は、景気に明るさが見え始めてきたとはいえ、建設業界の過剰債務問題と信用不安、

公共投資の減少等が重なり、厳しい受注競争、価格競争が継続するものと考えられます。このような状

況下においては、間仕切市場占有率のアップと間仕切関連製品であるドア市場への本格的な進出および

厳しい価格競争に耐えられるコスト競争力が不可欠であり、当社は、着実な業容拡大と安定した収益確

保のために、以下の中期経営計画を策定、実施してまいります。
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①営業力増強と販売網拡充を図るため、首都圏営業力強化と東海、東北地区に営業拠点を新設しまし

た。昨年４月の岐阜営業所に続き、浜松市、青森市において本年４月より営業所を設置、営業開始

しております。また、販売子会社の自社拠点化と、エンドユーザーに直結した販売体制を構築して

まいります。 

②生産体制の充実を図り、生産性向上および協力工場を含めた生産ネットワークを強化してまいりま

す。具体的にはここ数年来、成長の著しいドア製品の受注量の増加を確実に消化するために、ドア

製品専用ラインの設置を含めた工場増築を検討、生産体制の増強を図ります。 

③自社施工体制の拡充を目指し、昨年４月の北関東地区（さいたま市）につづき、本年４月には九州

地区（福岡市）にも施工子会社の小松ウオールサービスを進出させており、より一層の施工品質の

均一化とコストダウンを図っております。これにより、当社中核となる地域においてはほぼ自社施

工体制が完成いたしました。 

④今後も継続する高齢化社会に対応した製品、環境にやさしい製品を戦略製品と位置付け、新製品開

発に積極的に取組んでまいります。 

（５）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

 （コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

 当社のコーポレート・ガバナンスの基本原則は、経営の効率性、透明性を高め、株主から見た企業価

値を最大化することであると認識しております。そのための手段として情報開示を重要視しており、早

期の決算発表および株主、投資家の皆様に対してはＩＲ活動を積極的に進めることとし、年２回の決算

説明会を開催するとともに当社ホームページにＩＲのページを開設し、積極的な情報発信に努めており

ます。また、開かれた参加しやすい株主総会の運営を目指し、集中日を避けて株主総会を開催しており、

株主総会終了後には引続き懇談会を設けて、プロジェクターを用いての決算説明等を実施し、株主の皆

様との情報交換に努めております。 

 今後についてもホームページおよび事業報告書の充実等を図り、株主、投資家の皆様への企業活動の

情報開示を拡充させてまいります。 

 （コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 

①会社の経営上の意思決定、執行及び監督に関する経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス

体制の状況 

 株 主 総 会 

 監査役会 
  監査役 
  業務監査 

 取締役会 
  取締役 

 会計監査人 
 （監査法人） 
  会計監査 

代表取締役 

業務担当取締役 
 部門管理 

社長室 
 内部監査 

経営会議 
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 当社は監査役制度採用会社であり、取締役１６名（うち社外０名）で経営しております。取締役

会は、当期については１５回開催し、重要事項は全て付議され、業績の進捗についても議論し、   

対策等を検討しております。また、取締役会を補完する機能として、常勤役員を含めた経営会議と

ブロック会議が毎月１回開催され、経営環境の変化に迅速な対応と意思決定ができる体制となって

おります。リスク管理についても毎月定例の各種会議をはじめ、品質活動、環境活動については  

ＩＳＯ委員会が中心となり、未然防止の見地から、また事故発生時においても影響が最小限に止ま

るよう体制が構築されております。 

 また、当社の取締役は２名の代表取締役を除き、全員が部門長を兼務しており、創業以来の小分

割独立採算制度の中で部門間のけん制が行われ、また部門利益確保という業務執行責任も負って 

おります。 

 監査役は４名で、うち１名は常勤監査役であり、取締役会、経営会議には全て出席する他、各種

委員会、会議にも積極的に参加し、取締役の職務執行を充分に監視できる体制となっております。

社外監査役は２名で非常勤であります。また、内部監査担当部門の社長室と連携を密にして、コン

プライアンスの状況を含め随時必要な内部監査を実施しております。 

 顧問弁護士は、本社においては米澤法律事務所、その他の地域については迅速な処理と地域性を

考慮して、東日本対応で坂本総合法律事務所、西日本対応で亀田法律事務所に依頼しており、必要

に応じてアドバイスをお願いしております。会計監査人は監査法人トーマツに依頼しており、中間、

期末に偏ることなく、期中においても適宜監査が実施されております。 

②会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係 

の概要 

 社外監査役である林他喜男氏の実兄が経営する林正勝税理士事務所に当社税務顧問を依頼して 

おり、報酬基準、規定に基づいた税務報酬として年間１百万円を支払っております 

③会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

 コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方に沿って、前期平成１５年３月期からより迅

速な情報開示を目指し、四半期業績の開示を開示規則に先駆けて実施いたしました。期末決算発表

についても当期は前期より４日短縮いたしました。また、本年の株主総会の開催日についても集中

日をさけて、昨年より１日早い６月２４日（木）の開催を予定しております。 
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経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 

 

（１）経営成績 

①当連結会計年度の概況 

 当連結会計年度の国内経済は、幾分明るさが見えはじめるなか、内閣府の３月月例経済報告では

「設備投資と輸出に支えられ、着実な回復を続けている」と表現され、業種間、地域間格差が言わ

れながらも幾分上向いてきている状況であると考えられます。 

 間仕切業界におきましては、まだ明るさの見えない建設業界にあって、ゼネコン等の過剰債務問

題、販売価格競争の激化等、厳しい経営環境が続きましたが、輸出産業を中心とした製造業の一部

に間仕切回復需要の兆しが見受けられました。 

 このような情勢のなかで、当社は積極的なコスト削減に加え、設計指定活動を営業活動の中心に

据えるとともに、新規優良顧客の開拓を積極的に推進し、受注獲得に取組んでまいりました。 

設備投資については、当連結会計年度は営業拠点整備として、中核となる営業拠点の仙台、名古屋、

福岡について、従来賃貸物件であった事務所・倉庫を将来的見地から営業・施工体制の拡充を図る

べく、約７億１０百万円を投じ土地の購入、社屋を建設いたしました。これにより中核営業拠点と

しての基盤を確かなものとし、営業活動と自社施工体制を一層充実させた事業展開ができるものと

考えております。工場設備では、トイレブース製造ラインの生産性アップを目的にラインの自動化

の実施およびその他省力化設備を導入いたしました。 

 新製品としては、固定間仕切に分類されるドア製品として「ＬＳドア-グライド」および「カーム

ドア KK（LGS 壁内蔵タイプ）」を開発、昨年１０月１日より発売を開始しております。「ＬＳドア－

グライド」は従来の引き戸感覚で引いて、折り戸のように折れながら開くドアで、日本人の感覚に

あわせた開け易い引き戸と引き込みスペースが不要な折り戸の両方の長所を取り入れたニュータイ

プの製品であります。 

 「カームドア KK（LGS 壁内蔵タイプ）」は薄い LGS 壁内に２枚連動タイプのドアパネルを内蔵する

ことが可能なカームドアで、少ない戸袋スペースでも有効開口を確保できる製品であります。両製

品は病院や福祉施設などの居室と廊下との出入り口や、居室内トイレなどで十分な有効開口を確保

したいが引き込みスペース、戸袋スペースが取れない場合などに最適なドア製品であります。また、

「ＬＳドア-グライド」はドア機構で２件、「カームドア KK（LGS 壁内蔵タイプ）」は安全装置機構で

１件の特許も申請いたしました。これら新製品を含め、充実したドア製品により、今後も成長が期

待できる福祉・厚生施設向けの受注の増大を狙ってまいります。移動間仕切では、今年２月に青森

県五所川原市「立佞武多（たちねぶた）の館」に納入した大型移動壁は１枚のパネルが高さ２３ｍ、

幅１．７ｍ、重量５ｔという巨大なパネルであり、パネルの高さ２３ｍは日本一と考えられます。

このパネル６枚が立佞武多の入出庫時に開閉されるというもので、当社製品の技術力、顧客要求に

対する対応力、品質の高さを証明するものとなりました。 

 また、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、自己株式の取得を

定時株主総会で決議し、公開買付により当連結会計年度末現在３２０千株を取得しております。 

 これらの結果、当連結会計年度は、近年堅調に増加している福祉・厚生施設向けに加え、学校・

体育施設向け、回復基調にある工場・生産施設向けが伸びたため、環境が厳しいなか売上高は   

２４３億５７百万円（前期比５．５％増）と、５期連続の増収で創業以来最高の売上高を達成する
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ことができました。利益面については、販売価格競争と鋼板をはじめとした原材料の値上げ攻勢の

なか、各種コスト削減と販売費及び一般管理費の抑制に努めた結果、売上総利益率は前期並み、営

業利益率は前期比０．５ポイント改善し、経常利益は２４億６４百万円（前期比９．８％増）、当期

純利益は１３億８７百万円（前期比１４．６％増）と前期比増益となりました。受注残高について

は大幅増となった移動間仕切の増加が寄与し、１０３億３０百万円と、５期連続で前年度末残高を

更新し、前期比７．９％増となりました。 

②品目別の状況 

 当社主力品目の可動間仕切は、学校向けが伸びたほか、工場・生産施設向けも回復し、福祉・厚

生施設向けも前期同様堅調なことに加えて、オフィスビル需要も下げ止まり、１２．９％増加しま

した。移動間仕切は、多目的教室等の学校を始めとする文教施設向けの小型物件は健闘しましたが、

大型工事案件数が少なく２１．１％の減少となりました。また、固定間仕切については、病院、老

人介護施設等の福祉・厚生施設向けの増加に加え、バリアフリー社会の進展につれ、学校・体育施

設向け、文化･宿泊施設向け等にまで納入施設が拡大していることにより、１０．６％の増加となり

ました。この固定間仕切は、伸び率だけでなく絶対額においても主力品目である可動間仕切と肩を

並べる程度に成長しており、今後益々加速する高齢化社会、バリアフリー社会を背景として需要は

さらに伸びることが予想されます。このため次期においては可動間仕切を抜き、品目別売上高にお

いて第一位となる計画を策定しております。トイレブースは学校・体育施設向けをはじめとして全

体的に伸びて１３．２％増加、ロー間仕切はオフィスビル需要の下げ止まり感から０．９％の減少

にとどまりました。 

③配当金の状況 

 配当金につきましては、経営方針により配当性向３０％の達成を目標としております。当期末配

当については、前期末配当金の１株当たり１４円００銭より５０銭増配の１株当たり１４円５０銭

を予定しておりましたが、当連結会計年度は増収増益を計上することができたため、株主各位への

感謝と期待に応えるため、１株当たり３円の特別配当を実施し、１株当たり１７円５０銭を予定し

ております。これにより中間配当で実施させていただいた１株当たり１４円５０銭とあわせ、４期

連続増配となる年間１株当たり４円増配の３２円の配当予定となり、当期の配当性向は、２９．４％

となります。 

④次期の見通し 

 次期の国内経済につきましては、「景気回復が続くと見込まれる」といわれながらも、業種間格差、

地域間格差をはじめ、産業の空洞化、雇用不安、デフレ等の経済悪化要因は、短期的に解消すると

は考えられず、米国経済や為替相場動向等注意深くみていく必要があると思われます。 

 間仕切業界におきましては、政府の構造改革やデフレ不況からくる公共投資の縮小、回復途上に

ある民間設備投資に加え、ゼネコン等の過剰債務問題や販売価格競争の激化から、今後も早期の回

復は考えられず、予断を許さない状況が続くものと思われます。 

 このような状況下において当社は、市場占有率アップによる業績向上を目指し、平成１５年４月

開設の岐阜営業所に加え、平成１６年４月には青森市、浜松市に営業拠点を開設しました。これら
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新設拠点と既存営業拠点が一体となり業績拡大を進めてまいります。また、福祉・厚生施設向けを

中心に、間仕切関連市場であるドア市場へ本格的に進出し、「設計指定活動」による受注活動を強力

に推進しながら、新製品の開発による他社との差別化と永年培った間仕切のノウハウを提供し、受

注に結びつけてまいります。このドア市場への本格的な進出に向けて、ドア製品の増産体制を整備

すべく、専用ラインの新設を工場増築を含めて検討中であり、他製品用の設備更新等を含めて設備

投資額は約２５億円を予定しております。 

 これらの見通しと受注残高の消化等を考慮し、次期の業績予想としましては、連結売上高は前期

比５.３％増の２５６億６０百万円、連結経常利益は前期比７．５％増の２６億５０百万円、連結当

期純利益は、前期比８．８％増の１５億１０百万円を見込んでおります。 

⑤事業等のリスク情報 

 経営成績の変動について 

 当社は、建物に使用される間仕切の製造および販売を行っております。当社製品を用途別に分類

すると、平成１６年３月期においては、売上高の約３分の１が官公庁向け、約３分の２が民間向け

となっております。官公庁向けについては、現状ではまだ安定的に推移しておりますが、公共投資

の動向は日本国政府および地方自治体の政策によって決定されるものであり、官公庁向けについて

は、今後とも安定的に推移するとは限りません。したがって、民間設備投資が減少する場合および

公共投資が削減される場合、当社の業績は民間設備投資動向及び公共投資動向の影響を受ける可能

性があります。 

 

（２）財政状態 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は５１億２１百万円となり、

前連結会計年度末より８億６８百万円減少いたしました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因

は次のとおりであります。 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動により増加した資金は７億７６百万円となりました。これは主に、税金等調整前当期純

利益２４億４１百万円、減価償却費２億９３百万円、仕入債務の増加額２億８百万円、退職給付引

当金の増加額９８百万円および前受金の増加額４２百万円等による増加と、売上債権の増加額５億

９１百万円、棚卸資産の増加額３億１百万円、法人税等の支払額１１億８０百万円、貸倒引当金の

減少額１億４４百万円および役員賞与の支払額６５百万円等による減少であります。 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動により減少した資金は９億７８百万円となりました。これは主に、仙台、名古屋、福岡

の各営業拠点用の土地取得代金を含む有形固定資産の取得による支出９億２２百万円と無形固定資

産の取得による支出１億１４百万円等による減少と、有形固定資産の売却による収入４５百万円等

であります。次期については、工場等の生産設備関連および情報化投資として約１６億円の支出を

予定しております。
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③財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動により減少した資金は６億６５百万円となりました。これは主に、公開買付による自己

株式の取得による支出３億５９百万円と配当金の支払額３億６百万円の支出による減少であります。 

④キャッシュ・フロー指標のトレンド 

 第３３期 
平成 12 年 3 月期 

第３４期 
平成 13 年 3 月期 

第３５期 
平成 14 年 3 月期 

第３６期 
平成 15 年 3 月期 

第３７期 
平成16年3月期 

自己資本比率（％） ８５．４ ８２．１ ８４．２ ８３．７ ８２．８ 

時価ベースの自己資本比率（％） ４３．７ ４３．２ ５１．７ ４３．９ ７３．５ 

債務償還年数（年） － － － － － 

インタレスト・カバレッジ・レシオ  － － － － － 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

1.各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

2.株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。 

3.当社は有利子負債および利払いはありませんので、債務償還年数およびインタレスト・カバレッジ・

レシオについては記載しておりません。 
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 連 結 貸 借 対 照 表 
 

（百万円未満切捨） 
前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 

（平成１５年３月３１日現在） （平成１６年３月３１日現在） 
期 別 

 
科 目 金   額 構 成 比 金   額 構 成 比 

（ 資 産 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 

Ⅰ 流 動 資 産     

１． 現 金 及 び 預 金 ５，９９０  ５，１２１  

２． 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 ７，６８４  ８，４６８  

３． 棚 卸 資 産 ２，５４４  ２，８４６  

４． 繰 延 税 金 資 産 ３１８  ３７３  

５． そ の 他 １０９  １０８  

貸 倒 引 当 金 △ ７１  △ １０４  

 流 動 資 産 合 計 １６，５７６ ６５．６ １６，８１４ ６３．６ 

Ⅱ 固 定 資 産     

１． 有 形 固 定 資 産      

（１）建 物 及 び 構 築 物 ３，７９３  ４，０１９  

（２）機 械 装 置 及 び 運 搬 具 １，９３３  １，９６４  

（３）土 地 ２，４５９  ２，８１４  

（４）そ の 他 ６７８  ８８４  

 減 価 償 却 累 計 額 △ ４，４２２  △ ４，５４４  

 有 形 固 定 資 産 合 計 ４，４４２ １７．６ ５，１３７ １９．４ 

２． 無 形 固 定 資 産 ２９７ １．２ ３４９ １．３ 

３． 投 資 そ の 他 の 資 産     

（１）投 資 有 価 証 券 ５９７  ６７１  

（２）保 険 積 立 金 ２，８４３  ３，０２０  

（３）そ の 他 ８３７  ５９３  

貸 倒 引 当 金 △ ３２９  △ １５１  

 投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 ３，９４８ １５．６ ４，１３３ １５．７ 

 固 定 資 産 合 計 ８，６８８ ３４．４ ９，６２０ ３６．４ 

 資 産 合 計 ２５，２６５ １００．０ ２６，４３５ １００．０ 
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（百万円未満切捨） 
前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 

（平成１５年３月３１日現在） （平成１６年３月３１日現在） 

期 別 
 
科 目 

金   額 構 成 比 金   額 構 成 比 

（ 負 債 の 部 ）  百万円 ％ 百万円 ％ 

Ⅰ 流 動 負 債     

１． 買 掛 金 １，３７４  １，５８３  

２． 未 払 金 ５０４  ５８２  

３． 未 払 法 人 税 等  ６０８  ５３３  

４． 前 受 金 ５７６  ６１８  

５． 賞 与 引 当 金 ５４６  ６４６  

６． そ の 他 １８７  １６６  

 流 動 負 債 合 計 ３，７９６ １５．０ ４，１３０ １５．６ 

Ⅱ 固 定 負 債     

１． 退 職 給 付 引 当 金  ３１０  ４０８  

２． そ の 他 ７  ８  

 固 定 負 債 合 計 ３１８ １．３ ４１７ １．６ 

 負 債 合 計 ４，１１５ １６．３ ４，５４７ １７．２ 

（ 資 本 の 部 ）      

Ⅰ 資 本 金  ３，０９９ １２．３ ３，０９９ １１．７ 

Ⅱ 資 本 剰 余 金 ３，０３１ １２．０ ３，０３１ １１．５ 

Ⅲ 利 益 剰 余 金 １４，９５６ ５９．２ １５，９７２ ６０．４ 

Ⅳ  その他有価証券評価差額金             ６２ ０．２ １２０ ０．５ 

Ⅴ 自 己 株 式 △ ０ △ ０．０ △ ３３６ △ １．３ 

 資 本 合 計 ２１，１５０ ８３．７ ２１，８８７ ８２．８ 

 負 債 及 び 資 本 合 計  ２５，２６５ １００．０ ２６，４３５ １００．０ 
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連 結 損 益 計 算 書 
 

（百万円未満切捨） 
前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 
自平成１４年４月  １日 
至平成１５年３月３１日 

自平成１５年４月  １日 
至平成１６年３月３１日 

期  別 
 
 

科  目 金  額 百分比 金  額 百分比 

  百万円 ％ 百万円 ％ 

Ⅰ 売 上 高 ２３，０８３ １００．０ ２４，３５７ １００．０

Ⅱ 売 上 原 価 １５，４８１ ６７．１ １６，３３５ ６７．１

 売 上 総 利 益 ７，６０１ ３２．９ ８，０２１ ３２．９

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  ５，３８９ ２３．３ ５，５５９ ２２．８

 営 業 利 益 ２，２１２ ９．６ ２，４６１ １０．１

Ⅳ 営 業 外 収 益 ４１ ０．１ ３３ ０．１

１． 受 取 利 息 ３  １ 

２． 受 取 配 当 金 ５  ５ 

３． 受 取 保 険 金 ４  ７ 

４． 受 取 家 賃 ４  ４ 

５． 受 取 手 数 料 ５  ５ 

６． そ の 他 １７  ８ 

Ⅴ 営 業 外 費 用 ８ ０．０ ３０ ０．１

１． 投資事業組合出資損失 １  ０ 

２． 売 上 割 引 ６  ７ 

３． 自 己 株 式 買 付 費 用 －  ２３ 

４． そ の 他 ０  － 

 経 常 利 益 ２，２４５ ９．７ ２，４６４ １０．１

Ⅵ 特 別 利 益 ０ ０．０ ４ ０．０ 

１． 固 定 資 産 売 却 益 －  １ 

２． 投 資 有 価 証 券 売 却 益 ０  ２ 

Ⅶ 特 別 損 失 ７５ ０．３ ２６ ０．１

１． 固 定 資 産 除 却 損 ２１  ８ 

２． 固 定 資 産 売 却 損 ０  ７ 

３． 投 資 有 価 証 券 評 価 損 ４５  ９ 

４． ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 ８  １ 

 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 ２，１６９ ９．４ ２，４４１ １０．０

 法人 税 ､住民税及び事業税  １，１３０ ４．９ １，１０５ ４．５

 法 人 税 等 調 整 額 △ １７２ △ ０．７ △ ５２ △ ０．２

 当 期 純 利 益 １，２１１ ５．２ １，３８７ ５．７
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連 結 剰 余 金 計 算 書 
 

（百万円未満切捨） 
前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 

自平成１４年４月 １日 
至平成１５年３月３１日 

自平成１５年４月 １日 
至平成１６年３月３１日 

期 別 
 

 
科 目 金     額 金     額 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資 本 剰 余 金 期 首 残 高     ３，０３１ 

 資 本 準 備 金 期 首 残 高 ３，０３１ ３，０３１   

Ⅱ 資 本 剰 余 金 増 加 高     

 自 己 株 式 処 分 差 益 － － ０ ０ 

Ⅲ 資 本 剰 余 金 期 末 残 高   ３，０３１  ３，０３１ 

      

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利 益 剰 余 金 期 首 残 高     １４，９５６ 

 連 結 剰 余 金 期 首 残 高  １４，１１０ １４，１１０   

Ⅱ 利 益 剰 余 金 増 加 高     

 当 期 純 利 益 １，２１１ １，２１１ １，３８７ １，３８７ 

Ⅲ 利 益 剰 余 金 減 少 高     

１． 配 当 金 ２９９  ３０６  

２． 役 員 賞 与 ６５  ６５  

 （うち監査役賞与） （２） ３６５ （２） ３７１ 

Ⅳ 利 益 剰 余 金 期 末 残 高  １４，９５６  １５，９７２ 
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連結キャッシュ・フロー計算書                 
 

（百万円未満切捨） 
前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 期    別 

項    目 
自平成１４年４月  １日 
至平成１５年３月３１日 

自平成１５年４月  １日 
至平成１６年３月３１日 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 ２，１６９ ２，４４１ 

減価償却費 ３０５ ２９３ 

貸倒引当金の増減額（△：減少） １０ △ １４４ 

受取利息及び配当金 △ ９ △ ７ 

投資有価証券評価損 ４５ ９ 

ゴルフ会員権評価損 ８ １ 

売上債権の増減額（△：増加） △ ５０４ △ ５９１ 

棚卸資産の増減額（△：増加） △ ２４ △ ３０１ 

仕入債務の増減額（△：減少） １２９ ２０８ 

未払金の増減額（△：減少） △ ６ １６ 

前受金の増減額（△：減少） △ ２０２ ４２ 

退職給付引当金の増減額（△：減少） ９０ ９８ 

役員賞与の支払額 △ ６５ △ ６５ 

その他（純額） △ ３３０ △ ５１ 

小  計 １，６１５ １，９４９ 

利息及び配当金の受取額 １０ ７ 

法人税等の支払額 △ １，０５１ △ １，１８０ 

営業活動によるキャッシュ・フロー ５７５ ７７６ 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 ８４０ － 

有形固定資産の取得による支出 △ １３３ △ ９２２ 

有形固定資産の売却による収入 ０ ４５ 

無形固定資産の取得による支出 △ １０６ △ １１４ 

投資有価証券の取得による支出 △ ０ △ ０ 

投資有価証券の売却による収入 ０ ６ 

その他（純額） １０ ７ 

投資活動によるキャッシュ・フロー ６１１ △ ９７８ 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △ ０ △ ３５９ 

自己株式の売却による収入 － ０ 

配当金の支払額 △ ２９９ △ ３０６ 

財務活動によるキャッシュ・フロー △ ２９９ △ ６６５ 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 ８８６ △ ８６８ 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 ５，１０３ ５，９９０ 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ５，９９０ ５，１２１ 
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連結財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 
１．連結の範囲に関する事項  

次に示す子会社全社を連結の範囲に含めております。 
小松ウォール北海道販売株式会社、小松ウオール長野販売株式会社、小松ウオールサービス株式会社、

小松プロテクター株式会社、小松ウォールシステム開発株式会社 
 
２．持分法の適用に関する事項 

非連結子会社及び関連会社はありません。 
 
３．連結子会社の事業年度等に関する事項  

連結子会社の事業年度は、連結会計年度と同一であります。 
 
４．会計処理基準に関する事項  
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 
    その他有価証券 

時価のあるもの ・・・ 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直入法により

処理し、売却原価は、移動平均法により算定） 
時価のないもの ・・・ 移動平均法による原価法 

②棚卸資産 
    製品及び仕掛品  ・・・ 個別法による原価法 
    原 材 料   ・・・ 移動平均法による原価法 
    貯 蔵 品   ・・・ 最終仕入原価法 
（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
    有形固定資産 ・・・ 定率法 

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）につい

ては定額法 
主な耐用年数は以下のとおり 

建物及び構築物   ７～５０年 
機械装置及び運搬具 ４～１４年 

    無形固定資産 ・・・ 利用可能期間（５年）に基づく定額法 
（ソフトウエア） 

（３）重要な引当金の計上基準 
    貸 倒 引 当 金        ・・・ 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 
    賞 与 引 当 金        ・・・ 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上し

ております。 
    退職給付引当金 ・・・ 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上しております。数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から会計処理して

おります。 
（４）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
（５）その他の連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理方法 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項  

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

 
６．利益処分項目等の取扱いに関する事項  

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて

作成しております。 

 
７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲  

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 
［注記事項］  
 
（連結貸借対照表関係） 

該当事項はありません。  

 
（連結損益計算書関係） 

１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 
 前連結会計年度  当連結会計年度 
 百万円 百万円 
荷造運搬費 ６４２ ６９４ 
給与・賞与手当 １，９９４ ２，０１０ 
賞与引当金繰入額 ２９４ ３４７ 
退職給付費用 １５２ １７０ 
役員報酬 １７７ １７９ 
減価償却費 １４０ １４３ 
貸倒引当金繰入額 ７１ ４８ 

 
２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費      ２７２百万円      ２１６百万円 

 
 
 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 
前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 

（平成 1５年３月 31 日現在） （平成 1６年３月 31 日現在） 
現金及び預金勘定 ５，９９０百万円 ５，１２１百万円 
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －百万円  －百万円 

現金及び現金同等物 ５，９９０百万円   ５，１２１百万円 
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（リース取引） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

（百万円未満切捨） 

期 別 
資 産 

種 類 
機械装置及び運搬具 工 具 器 具 備 品 計 

 取 得 価 額 相 当 額 ３９９ ６８ ４６８ 
前 連 結 会 計 年 度 減価償却累計額相当額 ２１８ ４５ ２６４ 

 期 末 残 高 相 当 額 １８０ ２３ ２０４ 
 取 得 価 額 相 当 額 ３６５ ３７ ４０３ 
当 連 結 会 計 年 度 減価償却累計額相当額 ２４１ １６ ２５７ 

 期 末 残 高 相 当 額 １２４ ２１ １４５ 

 

                    前連結会計年度            当連結会計年度         

                          百万円        百万円 

（２） 未経過リース料期末残高相当額         

         １年以内            ６７          ５５ 

         １ 年 超               １４７          ９８  

         合  計           ２１４         １５３ 

 

（３） 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

     支 払 リ ー ス 料                    ９７          ７４ 

     減価償却費相当額            ８７          ６６ 

     支払利息相当額                     ９           ６ 

 
（４）減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額 ･･････リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

利 息 相 当 額         ･･････リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については利息法によっております。  



－１８－ 

 
 

（有価証券関係） 
１．その他有価証券で時価のあるもの 

（百万円未満切捨） 

前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 
（平成１５年３月３１日現在） （平成１６年３月３１日現在） 

連結貸借対  連結貸借対  

期 別 
 

種 類 取得原価 照表計上額  
差 額 取得原価 照表計上額  

差 額 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの       

株  式 ２６３ ３７０ １０６ ２７８ ４７０ １９２ 
債  券 １０ １０ ０ １０ １０ ０ 
そ の 他     － － － ２２ ３１ ９ 

小  計 ２７４ ３８０ １０６ ３１０ ５１２ ２０１ 
連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの       

株  式 １９ １９ △ ０ １ １ △ ０ 
債  券 － － － － － － 
そ の 他     ２３ ２１ △ １ １ ０ △ ０ 

小  計 ４２ ４０ △ １ ２ ２ △ ０ 
合 計 ３１６ ４２１ １０４ ３１３ ５１４ ２０１ 

（注）有価証券について９百万円減損処理を行なっております。 
なお、当該有価証券の減損にあたっては、当連結会計年度末における時価が取得原価に比べて  

３０％以上下落した場合には「著しく下落した」ものとし、５０％以上下落したものについては減損

処理を行っております。また、３０％以上５０％未満下落したものについては、時価の推移及び発行

会社の財政状態等を勘案して回復可能性を判断し、回復する見込みがあると認められる場合を除き減

損処理を行っております。 
 

２．売却したその他有価証券 
                     前連結会計年度    当連結会計年度     
                          百万円        百万円      

売 却 額 ０ ６ 
売 却 益 の 合 計 ０ ２ 
売 却 損 の 合 計 － － 

 
３．時価のない主な有価証券の内訳 

   連結貸借対照表計上額 
                     前連結会計年度    当連結会計年度      
                          百万円        百万円    

その他有価証券   
 中期国債ファンド １０ １０ 
 非上場株式 
 （店頭売買株式を除く） 

１６５ １５６ 
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４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 
（当連結会計年度） 

  １年 以 内  １年超５年以内 ５年超 10 年以内  １０ 年 超  
 百万円 百万円 百万円 百万円 
① 債 券     

国債・地方債 １０ － － － 
社   債 － － － － 
そ の 他 － － － － 

② そ の 他 － ７ ６ － 
合 計 １０ ７ ６ － 

 
（デリバティブ取引） 
 
当連結会計年度（自平成１５年４月１日至平成１６年３月３１日）及び前連結会計年度（自平成１４年４月

１日至平成１５年３月３１日） 
当社グループはデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 
（セグメント情報） 
１．事業の種類別セグメント情報 

該当事項はありません。 
２．所在地別セグメント情報 

該当事項はありません。 
３．海外売上高 

該当事項はありません。 
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（ 退 職 給 付 関 係 ）  
（１）採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度、厚生年金基金制度（石川県機械

工業厚生年金基金）及び退職一時金制度を設けております。 
なお、厚生年金基金制度は、退職給付会計実務指針３３項の例外処理を行う制度であります。 

 
 
（２）退職給付債務及びその内訳 

 前連結会計年度 当連結会計年度 
 百万円 百万円 

① 退職給付債務 △ １，４３５ △ １，５７２ 

② 年金資産 ９２６ １，０１４ 

③ 未積立退職給付債務（①＋②） △ ５０９ △ ５５７ 

④ 未認識数理計算上の差異 １９８ １４８ 

⑤ 退職給付引当金（③＋④） △ ３１０ △ ４０８ 

 
（３）退職給付費用の内訳 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

 百万円 百万円 

① 勤務費用 （注） ２０５ ２３３ 

② 利息費用 ２６ ２８ 

③ 期待運用収益（減算） ８ ６ 

④ 数理計算上の差異の費用処理額 ４９ ５１ 

⑤ 退職給付費用（①＋②－③＋④） ２７２ ３０６ 

（注）自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することのできない総合設立の厚生年金基金
への拠出額（会社負担分）１１９百万円を勤務費用に含めております。 
なお、掛金拠出割合により計算した年金資産の額は１，４２８百万円であります。 

 
（４）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

① 割引率 ２．０％ ２．０％ 

② 期待運用収益率 １．０％ ０．７５％ 

③ 退職給付見込額の期間配分方式 期間定額基準 期間定額基準 

④ 数理計算上の差異の処理年数 （注）５年 （注）５年 

（注）各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から会計処理しております。



－２１－ 

 
 
（税効果会計関係） 

（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 
     前 連 結 会 計 年 度               当 連 結 会 計 年 度          

                 （平成 1５年 3 月 31 日現在） （平成 1６年 3 月 31 日現在） 
                             百万円           百万円 
繰延税金資産（流動）   

棚卸資産未実現利益 ４１ ３３ 
未払事業税 ５１ ４８ 
賞与引当金 ２０２ ２６０ 
未払法定福利費 ２３ ２８ 
その他 ２０ ２６ 
   繰延税金資産小計 ３３９ ３９８ 

 評価性引当額 △ ４ △ ４ 
    繰延税金資産計 ３３５ ３９３ 
繰延税金負債（流動）   
 棚卸資産認容額 １１ １５ 
 その他 ５ ５ 
    繰延税金負債計 １７ ２０ 
繰延税金資産の純額 ３１８ ３７３ 

   
繰延税金資産（固定）   

無形固定資産 ３３ ２１ 
貸倒引当金 ６０ ２６ 
連結子会社繰越欠損金 １３ ６ 
退職給付引当金 １２４ １６４ 
ゴルフ会員権評価損 ４２ ４２ 
その他 １２ １０ 

    繰延税金資産小計 ２８７ ２７１ 
 評価性引当額 △ ２８ △ ２１ 
    繰延税金資産計 ２５８ ２５０ 
繰延税金負債（固定）   

固定資産圧縮積立金 ６４ ６３ 
特別償却準備金 １６ １２ 
その他有価証券評価差額金 ４２ ８１ 
   繰延税金負債計 １２３ １５７ 

繰延税金資産（負債）の純額 １３５ ９３ 
    

上記繰延税金資産（負債）の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。 
 前連結会計年度 当連結会計年度 

（平成 1５年 3 月 31 日現在）（平成 1６年 3 月 31 日現在） 
 百万円 百万円 
流動資産－繰延税金資産 ３１８ ３７３ 
固定資産－投資その他の資産のその他 １４３ １０１ 
固定負債－その他 ７ ８ 

 



－２２－ 

 
 

（２）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異

の原因となった主要な項目別内訳 
    前 連 結 会 計 年 度             当 連 結 会 計 年 度          

                  （平成 1５年 3 月 31 日現在）（平成1６年 3 月 31 日現在） 
法定実効税率 ４１．８％ ４１．８％ 

（調整）   

 交際費等永久に損金に算入されない項目 １．４％ １．７％ 

 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △０．１％ △０．０％ 

 住民税均等割等 １．８％ １．７％ 

 その他 △０．７％ △２．０％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ４４．２％ ４３．２％ 

 
 （前連結会計年度） 

（注）「地方税法の一部を改正する法律」（平成１５年法律第九号）の公布により、平成１６年４月１日

以降開始連結会計年度に適用される法定実効税率が変動しております。これに伴い、繰延税金資産

及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率を、前連結会計年度４１．８％から当連結会計年

度の流動区分４１．８％、固定区分４０．４％へ変更しております。 

この変更により、投資その他の資産のその他に含まれる繰延税金資産が４百万円、固定負債のそ

の他に含まれる繰延税金負債が０百万円、当期純利益が６百万円それぞれ減少し、その他有価証券

評価差額金が１百万円増加しております。 



－２３－ 

品 目 別 売 上 高 明 細 書              
 

（百万円未満切捨） 
当連結会計年度 

自平成１５年４月 １日 
至平成１６年３月３１日 

   期 別 
 
 

  品 目 金  額 前 期 比 
 百万円 ％ 

可 動 間 仕 切 ７，７４９ １１２．９ 

固 定 間 仕 切 ６，９８５ １１０．６ 

ト イ レ ブ ー ス  ４，０００ １１３．２ 

移 動 間 仕 切 ３，１３８ ７８．９ 

ロ ー 間 仕 切 １，１２９ ９９．１ 

そ の 他 １，３５３ １０８．１ 

合 計 ２４，３５７ １０５．５ 

 
 

品目別受注高および受注残高                
 

（百万円未満切捨） 

当連結会計年度 
自平成１５年４月 １日 
至平成１６年３月３１日 

受 注 高 受 注 残 高 

   期 別 
 
 

  品 目 
金  額 前 期 比 金  額 前 期 比  

 百万円 ％ 百万円 ％ 
可 動 間 仕 切 ７，７３０ １１２．８ ２，０５５ ９９．１ 

固 定 間 仕 切 ６，９３５ ９３．２ ４，２２５ ９８．８ 
ト イ レ ブ ー ス ４，２３２ １１７．５ １，３８０ １２０．２ 

移 動 間 仕 切 ３，８４９ １１３．７ ２，３３１ １４３．８ 

ロ ー 間 仕 切 １，１２０ ９７．３ １２３ ９２．９ 
そ の 他 １，２４１ １０５．３ ２１５ ６５．９ 

合   計 ２５，１０９ １０６．３ １０，３３０ １０７．９ 

 
 



－２４－ 

関 連 当 事 者 と の 取 引             
 
（１）役員及び個人主要株主等 

 
関 係 内 容 

属 性 
会 社 等 
の 名 称 

住 所 
資 本 金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の被所有
割  合 

役員の 
兼任等 

事業上
の関係 

取 引 の
内 容 

取引金額 
(百万円) 

科 目 
期末残高
(百万円) 

役員の
近親者 

林正勝税理
士 事 務 所 

石川県 
小松市 

－ 税理士業 － － 
当 社 の 
税務顧問 

税務報酬
の 支 払 

１ 未払金 ０ 

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれています。 

（注）取引条件ないし取引条件の決定方針等 
報酬基準、規定に基づいて決定しております。 

 
 
 
 
 


